
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流体中に含まれる塩素化有機化合物を前記流体から取り除いて採取するためのフイルタ
ーであって、
　繊維材料と、前記繊維材料同士を結合するための無機系結合材とを含む流体通過性の成
形体と、
　前記成形体 保持された、前記塩素化有機化合物の吸着性を有する疎水性材料と、
を備えた塩素化有機化合物の採取用フイルター。
【請求項２】
　前記繊維材料がガラス繊維、アルミナ繊維およびシリカ繊維からなる群から選択された
少なくとも１種である、請求項１に記載の塩素化有機化合物の採取用フイルター。
【請求項３】
　前記無機系結合材が前記塩素化有機化合物の吸着性を有している、請求項１または２に
記載の塩素化有機化合物の採取用フイルター。
【請求項４】
　前記無機系結合材がアルミナ、ゼオライトおよび二酸化ケイ素からなる群から選択され
た少なくとも１種である、請求項３に記載の塩素化有機化合物の採取用フイルター。
【請求項５】
　前記疎水性材料が、活性炭、グラファイトおよびスチレン－ジビニルベンゼン共重合体
からなる群から選択された少なくとも１種である、請求項１、２、３または４に記載の塩
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素化有機化合物の採取用フイルター。
【請求項６】
　前記疎水性材料が、前記成形体の０．０１～１０．０重量％保持されている、請求項１
、２、３、４または５に記載の塩素化有機化合物の採取用フイルター。
【請求項７】
　前記繊維材料が活性アルミナ繊維であり、前記無機系結合材が粒子状の活性アルミナで
あり、前記疎水性材料が粉末状活性炭である、請求項１または６に記載の塩素化有機化合
物の採取用フイルター。
【請求項８】
　流体中に含まれる塩素化有機化合物を前記流体から取り除いて採取するためのフイルタ
ーを製造するための方法であって、
　繊維材料と、前記繊維材料同士を結合するための無機系結合材とを含む成形材料を調製
する工程と、
　前記成形材料を所定の形状に成形した後に焼結して成形体を得る工程と、
　前記成形体 、前記塩素化有機化合物の吸着性を有する疎水性材料を保持させる工程
と、
を含む塩素化有機化合物の採取用フイルターの製造方法。
【請求項９】
　前記成形体 前記疎水性材料を保持させる工程の前に、前記成形体を、前記無機系結
合材の水系分散液中に浸漬した後に乾燥する工程をさらに含む、請求項８に記載の塩素化
有機化合物の採取用フイルターの製造方法。
【請求項１０】
　輸送管内を流れる流体中に含まれる塩素化有機化合物を採取するための採取器であって
、
　前記輸送管からの前記流体を通過させるための、流体通過性を有するフイルターと、
　前記フイルターを収容しかつ前記フイルターを通過した前記流体を外部に排出するため
の排出口を有する容器とを備え、
　前記フイルターは、繊維材料と、前記繊維材料同士を結合するための無機系結合材とを
含む成形体と、前記成形体 保持された、前記塩素化有機化合物の吸着性を有する疎水
性材料とを備えている、
塩素化有機化合物の採取器。
【請求項１１】
　前記フイルターは、一端に前記輸送管を挿入するための開口部を有しかつ他端が閉鎖さ
れた円筒状である、請求項１０に記載の塩素化有機化合物の採取器。
【請求項１２】
　輸送管内を流れる流体中に含まれる塩素化有機化合物を採取するための方法であって、
　繊維材料と、前記繊維材料同士を結合するための無機系結合材とを含む流体通過性の成
形体と、前記成形体 保持された、前記塩素化有機化合物の吸着性を有する疎水性材料
とを備えたフイルターに、前記輸送管からの前記流体を通過させる工程を含む、
塩素化有機化合物の採取方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、採取用フイルター、特に、塩素化有機化合物の採取用フイルターに関する。
【０００２】
【従来の技術とその課題】
産業廃棄物や一般家庭ごみなどの廃棄物を焼却処理するための焼却施設から発生する排気
ガス中には、ダイオキシン類、コプラナーＰＣＢをはじめとするポリクロロビフェニル類
、クロロフェノールおよびクロロベンゼンなどの各種の塩素化有機化合物が含まれている
。
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【０００３】
ここで、ダイオキシン類は、ポリ塩化ジベンゾ・パラ・ダイオキシン類（ＰＣＤＤｓ）や
ポリ塩化ジベンゾフラン類（ＰＣＤＦｓ）等の総称であり、周知の如く極めて毒性の強い
環境汚染物質であるが、その中でも四塩化ジベンゾダイオキシン（Ｔ 4ＣＤＤｓ）は特に
最強の毒性物質として知られている。また、ポリクロロビフェニル類は、同様に毒性の強
い環境汚染物質であるが、その中でも、コプラナーＰＣＢ（Ｃｏ－ＰＣＢｓ）はダイオキ
シン類と同じく最強の毒性物質として認知されている。一方、クロロフェノールやクロロ
ベンゼンなどの塩素化有機化合物は、ダイオキシン類に比べて毒性は弱いが、一定の条件
下、例えば、焼却炉内でフライアッシュ中に含まれる種々の元素を触媒として排気ガスの
温度範囲でダイオキシン類に変化しやすいことが判明しているため、ダイオキシン類と同
様に環境汚染物質として認識されている。このため、環境保全の観点から、上述のような
各種の塩素化有機化合物を排気ガスや廃水などの流体中から除去するための方策の確立が
緊急の課題となっており、同時にこのような流体中に含まれる塩素化有機化合物を分析す
るための手法の確立が世界的規模で急がれている。
【０００４】
ところで、流体中に含まれる塩素化有機化合物を分析する際には、先ず、分析対象となる
流体から精密かつ正確に試料を入手する必要がある。例えば、排気ガス中に含まれる塩素
化有機化合物を分析する場合は、排気ガスを含む空間、例えば排気ガスが流れる煙道から
試料ガスを一定量採取し、この試料ガス中に含まれる各種の塩素化有機化合物を漏れなく
確実に捕捉する必要がある。特に、上述のような環境汚染物質であるダイオキシン類やコ
プラナーＰＣＢは、試料ガス中に含まれる量が極めて微量であり、また、粒子状態やガス
状態などの各種の形態であって種類も多岐に渡るため、その精密な採取を無くしては信頼
性の高い分析結果は期待できない。また、上述のコプラナーＰＣＢは、大気中に多く含ま
れているため、そのようなコプラナーＰＣＢにより試料ガスが汚染されると、同じく信頼
性の高い分析結果は期待できない。このため、我国、米国およびヨーロッパの各国は、分
析結果の正確性を担保するために、例えば排気ガス中に含まれるダイオキシン類やコプラ
ナーＰＣＢ等の塩素化有機化合物を分析するために必要な試料の採取方法を公的に規定し
つつある。
【０００５】
例えば、平成１１年９月２０日制定の日本工業規格ＪＩＳ　Ｋ　０３１１：１９９９は、
「排ガス中のダイオキシン類及びコプラナーＰＣＢの測定方法」を規定しており、そこに
おいてダイオキシン類などの塩素化有機化合物を含む試料ガスの採取装置を具体的に例示
している。この採取装置は、焼却装置の排気ガスが流れる煙道から試料ガスを採取するた
めの採取管、採取管により採取された試料ガス中に含まれる主に粒子状態の塩素化有機化
合物を捕捉するためのフイルター材を備えた第１捕捉器、および第１捕捉器で捕捉されに
くいガス状態の塩素化有機化合物を捕捉するための第２捕捉器を主に備えている。ここで
、第２捕捉器は、主に、吸収液を入れた複数のガラス製インピンジャーからなる液体捕集
部と吸着剤（例えばＸＡＤ－２の商品名で市販されているスチレン－ジビニルベンゼン共
重合体）を配置した吸着捕集部とを備え、第１捕捉器で捕捉されないガス状態の塩素化有
機化合物をインピンジャー内の吸収液と吸着剤とにより捕捉し得るように構成されている
。
【０００６】
このような採取装置は、第１捕捉器と第２捕捉器とを備えた複雑な構成を有し、しかもガ
ラス製器具を多用していることから高価であるため、繰り返して利用する場合が多い。こ
の場合、測定データの信頼性を確保するためにインピンジャーをはじめとする各部材を清
浄に保つ必要があるので、試料ガスを採取する前の洗浄操作等の準備操作が非常に煩雑に
なる。また、試料ガス中に含まれるガス状態の塩素化有機化合物を第２捕捉器で捕捉する
際には、第２捕捉器をドライアイス等の冷却材を用いて冷却する必要があり、試料の採取
操作そのものも非常に煩雑になる。さらに、試料ガスの採取後においては、第１捕捉器お
よび第２捕捉器により捕捉された塩素化有機化合物を抽出する必要があるが、ここでは第
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１捕捉器および構成が複雑な第２捕捉器によりそれぞれ捕捉された塩素化有機化合物を個
別に抽出する必要があるため、抽出操作そのものが煩雑であって完了までに長時間を要し
、また、抽出操作の巧拙により分析結果の信頼性が左右される場合も多い。さらに、この
採取装置は、第１捕捉器および第２捕捉器の２種類の捕捉器からなるため必然的に大型化
し、しかもガラス器具を多用していることから破損し易いので、試料ガス採取時の取扱い
や運搬も困難である。
【０００７】
一方、米国の環境保護庁 (ＥＰＡ )およびヨーロッパ規格委員会 (ＣＥＮ )もそれぞれ独自の
公定法を定めているが、そこに示されている採取装置は、上述のような日本のものとは細
部において異なるものの、構成の複雑さや取扱の困難性などの点においては大きな変わり
はない。
【０００８】
本発明の目的は、流体中に含まれる粒子状態およびガス状態の両方の形態の各種の塩素化
有機化合物を同時に捕捉して採取し、しかも採取した塩素化有機化合物を容易に抽出でき
るようにすることにある。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
　本発明に係る塩素化有機化合物の採取用フイルターは、流体中に含まれる塩素化有機化
合物を流体から取り除いて採取するためのものであり、繊維材料と、繊維材料同士を結合
するための無機系結合材とを含む流体通過性の成形体と、当該成形体 保持された、塩
素化有機化合物の吸着性を有する疎水性材料とを備えている。
【００１０】
　本発明に係る塩素化有機化合物の採取用フイルターは、流体通過性の成形体 疎水性
材料を保持させたものであるため、粒子状態およびガス状態の両方の形態のダイオキシン
類やコプラナーＰＣＢなどの各種の塩素化有機化合物を含む流体を通過させることができ
る。この際、流体中に含まれる上述の両方の形態の各種の塩素化有機化合物は、成形体に
含まれる繊維材料および無機系結合材並びに成形体 保持された疎水性材料により同時
に捕捉され、流体から取り除かれる。すなわち、流体中に含まれる塩素化有機化合物は、
採取用フイルターにより採取されることになる。採取された塩素化有機化合物は、採取用
フイルターに対して各種の抽出操作を適用すると抽出される。
【００１１】
この採取用フイルターにおいて用いられる繊維材料は、例えば、ガラス繊維、アルミナ繊
維およびシリカ繊維からなる群から選択された少なくとも１種である。無機系結合材は、
例えば、塩素化有機化合物の吸着性を有している。このような無機系結合材は、例えば、
アルミナ、ゼオライトおよび二酸化ケイ素からなる群から選択された少なくとも１種であ
る。疎水性材料は、例えば、活性炭、グラファイトおよびスチレン－ジビニルベンゼン共
重合体からなる群から選択された少なくとも１種である。この採取用フイルターにおいて
、疎水性材料は、通常、成形体の０．０１～１０．０重量％保持されている。
【００１２】
なお、この採取用フイルターの好ましい形態のものは、例えば、繊維材料が活性アルミナ
繊維であり、無機系結合材が粒子状の活性アルミナであり、疎水性材料が粉末状活性炭の
ものである。
【００１３】
　本発明に係る塩素化有機化合物の採取用フイルターの製造方法は、流体中に含まれる塩
素化有機化合物を流体から取り除いて採取するためのフイルターを製造するための方法で
あり、繊維材料と、当該繊維材料同士を結合するための無機系結合材とを含む成形材料を
調製する工程と、成形材料を所定の形状に成形した後に焼結して成形体を得る工程と、成
形体 、塩素化有機化合物の吸着性を有する疎水性材料を保持させる工程とを含んでい
る。
【００１４】
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このような採取用フイルターの製造方法では、上述の成形材料を成形した後に焼結してい
るため、流体通過性を有する成形体を製造することができる。この成形体は、繊維材料と
無機系結合材とを含み、しかも塩素化有機化合物の吸着性を有する疎水性材料を保持して
いるため、粒子状態およびガス状態の両方の形態のダイオキシン類やコプラナーＰＣＢな
どの各種の塩素化有機化合物を含む流体が通過したときに、当該塩素化有機化合物を捕捉
して流体から取り除くことができる。
【００１５】
　なお、この製造方法は、例えば、成形体 疎水性材料を保持させる工程の前に、成形
体を、無機系結合材の水系分散液中に浸漬した後に乾燥する工程をさらに含んでいる。
【００１６】
　本発明の採取器は、輸送管内を流れる流体中に含まれる塩素化有機化合物を採取するた
めのものであり、輸送管からの流体を通過させるための、流体通過性を有するフイルター
と、フイルターを収容しかつフイルターを通過した流体を外部に排出するための排出口を
有する容器とを備えている。ここで、フイルターは、繊維材料と、当該繊維材料同士を結
合するための無機系結合材とを含む成形体と、成形体 保持された、塩素化有機化合物
の吸着性を有する疎水性材料とを備えている。
【００１７】
　本発明の採取器において、輸送管からの流体は、容器内のフイルターを通過した後、排
出口から外部に排出される。この際、流体中に含まれる、粒子状態およびガス状態の両方
の形態のダイオキシン類やコプラナーＰＣＢなどの各種の塩素化有機化合物は、成形体を
構成する繊維材料および無機系結合材並びに成形体 保持された疎水性材料により同時
に捕捉されて流体から取り除かれ、フイルターに採取される。フイルターに採取された各
種の塩素化有機化合物は、当該フイルターに対して各種の抽出操作を適用すると抽出され
る。
【００１８】
なお、この採取器において、フイルターは、例えば、一端に輸送管を挿入するための開口
部を有しかつ他端が閉鎖された円筒状である。
【００１９】
　本発明に係る塩素化有機化合物の採取方法は、輸送管内を流れる流体中に含まれる塩素
化有機化合物を採取するための方法であり、繊維材料と、当該繊維材料同士を結合するた
めの無機系結合材とを含む流体通過性の成形体と、成形体 保持された、塩素化有機化
合物の吸着性を有する疎水性材料とを備えたフイルターに、輸送管からの流体を通過させ
る工程を含んでいる。
【００２０】
　このような塩素化有機化合物の採取方法は、上述の繊維材料と無機系結合材とを含む成
形体と、この成形体 保持された疎水性材料とを備えたフイルターを用いているため、
輸送管からの流体は、当該フイルターを通過する際、そこに含まれる粒子状態およびガス
状態の両方の形態のダイオキシン類やコプラナーＰＣＢなどの各種の塩素化有機化合物が
フイルターにより同時に捕捉されて採取される。フイルターにより採取された各種の塩素
化有機化合物は、フイルターに対して各種の抽出操作を適用すると抽出される。
【００２１】
【発明の実施の形態】
図１に、本発明に係る塩素化有機化合物の採取器の一形態が採用された塩素化有機化合物
採取装置の概略構成を示す。この採取装置１は、流体のうち、排気ガスなどの試料流体（
試料ガス）に含まれる塩素化有機化合物を採取するためのものである。図において、採取
装置１は、採取管２、採取器３（本発明に係る採取器の実施の一形態）および吸引器４を
主に備えている。
【００２２】
採取管２は、例えば、ほうけい酸ガラス製または透明石英ガラス製のものであり、その内
部を通過する試料ガスを冷却するための冷却器５を有している。
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【００２３】
図２、図３（図２の縦断面図）および図４（図２のＩＶ－ＩＶ断面図）を参照して、採取
器３の詳細を説明する。図において、採取器３は、ホルダー（容器の一例）６、ホルダー
６内に配置された、試料ガス中に含まれる塩素化有機化合物を捕捉して採取するための採
取用フイルター７（本発明に係る塩素化有機化合物の採取用フイルターの実施の一形態）
、採取管２を経由して輸送される試料ガスを採取用フイルター７内に導入するための導入
管８（輸送管の一例）および導入管８をホルダー６に対して装着するための装着体９を主
に備えている。
【００２４】
ホルダー６は、透明なガラスからなる概ね円筒状の容器であり、採取用フイルター７を収
容可能な本体部１０と、装着体９を装着するための装着部１１と、試料ガスを排出するた
めの排出部１２とを主に有している。
装着部１１は、本体部１０の端部に一体に設けられており、直径が本体部１０に比べて縮
小されている。この装着部１１は、外周面に螺旋溝１１ａが形成されており、また、端部
に開口部１１ｂを有している。
【００２５】
排出部１２は、本体部１０の他方の端部に一体に設けられており、試料ガスを外部に排出
するための排出路（排出口の一例）１２ａと分岐路１２ｂとを有している。分岐路１２ｂ
は、排出部１２内を通過する試料ガスの温度を測定するための温度計や熱電対などの測温
器２７（図１）を排出部１２内に挿入するためのものである。
【００２６】
採取用フイルター７は、一端が閉鎖されかつ他端に試料ガスを導入するための開口部７ａ
を有する円筒状の多孔質の成形体、すなわち多孔質の円筒状フイルターであり、開口部７
ａ側が装着体９により支持されつつ、閉鎖端側が開口部１１ｂからホルダー６の本体部１
０内に挿入されている。採取用フイルター７は、その大きさが特に限定されるものではな
いが、通常は長さ５０～１５０ｍｍ、開口部７ａ側の端部の外径１２～３５ｍｍ、閉鎖端
側の外径１０～３０ｍｍ、厚さ１～１０ｍｍに設定されており、閉鎖端側の外径が開口部
７ａ側の端部の外径よりも小さく設定されたテーパー形状に形成されている。なお、採取
用フイルター７の詳細についてはさらに後述する。
【００２７】
導入管８は、ホルダー６と同じくガラスからなる管状の部材であり、採取用フイルター７
の開口部７ａに対して着脱可能である。すなわち、この導入管８は、一端に採取管２の端
部を連結するための連結部１３を有しており、また、他端が装着体９を貫通して採取用フ
イルター７の開口部７ａ内に着脱可能に挿入されている。
【００２８】
装着体９は、採取用フイルター７をホルダー６内で支持するための第１支持体１４と、導
入管８を第１支持体１４に対して装着するための第２支持体１５とを有している。第１支
持体１４は、樹脂製または金属製の部材であり、採取用フイルター７の開口部７ａ側端部
を支持するための穴部１４ａを有している。穴部１４ａの内周面には、螺旋溝１４ｂが形
成されている。第１支持体１４は、その螺旋溝１４ｂにより、ホルダー６の装着部１１側
の螺旋溝１１ａに螺旋止めされている。また、第１支持体１４は、図３の左方向に突出す
る突出部１６を有している。突出部１６は、導入管８の先端部を挿入可能な貫通孔１６ａ
を有しており、また、外周面に螺旋溝１６ｂが形成されている。
【００２９】
一方、第２支持体１５は、第１支持体１４と同じく樹脂製または金属製の部材であって内
周面に螺旋溝１５ａが形成された蓋状に形成されており、導入管８を挿入するための貫通
孔１５ｂを有している。この第２支持体１５は、貫通孔１５ｂに導入管８が挿入された状
態で、螺旋溝１５ａにより第１支持体１４の突出部１６の螺旋溝１６ｂに螺旋止めされて
いる。
【００３０】
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このような採取器３に装着された採取用フイルター７は、ホルダー６から取り外すことが
できる。この場合は、装着体９の第２支持体１５を第１支持体１４から取り外し、導入管
８を採取用フイルター７から抜き取る。そして、第１支持体１４をホルダー６から取り外
すと、採取用フイルター７は第１支持体１４により支持されつつホルダー６から取り出さ
れる。
【００３１】
吸引器４は、排気流路２０と吸引装置２１とを備えている。排気流路２０は、一端が管状
ジョイント２２を用いて採取器３の排出路１２ａに連結されており、また、採取器３側か
ら順に冷却器２３とトラップ２４とをこの順に有している。吸引装置２１は、排気流路２
０の他端に取付けられており、吸引ポンプ２１ａとガスメーター２１ｂとをこの順に有し
ている。吸引ポンプ２１ａは、流量調節機能を有し、２４時間以上連続的に使用できるも
のである。また、ガスメーター２１ｂは、試料ガスの流量を測定するするためのものであ
り、１０～４０ｌ／分の範囲を０．１ｌ／分まで測定できるものである。
【００３２】
　次に、上述の採取器３において用いられる採取用フイルター７の詳細について説明する
。採取用フイルター７は、流体通過性（この実施の形態では通気性）を有する、三次元網
目構造の成形体と、当該成形体 保持された疎水性材料とを備えている。
【００３３】
採取用フイルター７を構成する成形体は、繊維材料（繊維材料の群）と無機系結合材とを
含んでいる。ここで用いられる繊維材料は、ダイオキシン類、その前駆体およびコプラナ
ーＰＣＢ等の各種の塩素化有機化合物と実質的に化学反応しないものであり、例えば、ガ
ラス繊維、アルミナ繊維（特に、活性アルミナ繊維）およびシリカ繊維などである。これ
らの繊維材料は、それぞれ単独で用いられてもよいし、２種以上のものが併用されてもよ
い。なお、繊維材料の繊維径および比表面積は、特に限定されるものではない。
【００３４】
但し、この繊維材料の平均アスペクト比（長さ／直径）は、１０，０００以下、特に、１
，０００～１０，０００が好ましい。繊維材料の平均アスペクト比が１０，０００を超え
る場合は、試料流体（試料ガス）の採取中に圧損が増大し、上述のＪＩＳ規格（ＪＩＳ　
Ｋ　０３１１：１９９９）で規定されている等速吸引ができなくなる等のおそれがある。
【００３５】
一方、この成形体に含まれる無機系結合材は、繊維材料同士を結合して繊維材料からなる
群を一体化し、繊維材料からなる群に一定の成形形状を付与する性質を有するもの、すな
わち、繊維材料からなる群を一定の成形形状に保持するバインダーとして機能するもので
ある。この実施の形態においてより具体的には、繊維材料からなる群を、上述の採取用フ
イルター７の形状、すなわち一端が閉鎖された円筒状に設定するためのものである。
【００３６】
ここで利用可能な無機系結合材は、上述の性能を有し、しかも繊維材料と同様に塩素化有
機化合物と実質的に化学反応しないものであれば特に限定されるものではないが、吸着性
能、特に塩素化有機化合物に対する吸着性能を有するものが好ましい。このような吸着性
能を有する無機系結合材としては、例えば、アルミナ（特に、活性アルミナ）、ゼオライ
ト、二酸化ケイ素（シリカ）、酸性白土およびアパタイトなどを挙げることができる。こ
れらの無機系結合材は、それぞれ単独で用いられてもよいし、２種以上のものが併用され
てもよい。また、無機系結合材は、形態が特に限定されるものではないが、通常は粒子状
のものが用いられる。
【００３７】
ここで、ゼオライトは、一般式Ｘ mＹ nＯ 2 n・ｓＨ 2Ｏで示される含水アルミノケイ酸塩で
あり、一般式中、ＸはＮａ、ＣａまたはＫ等を、ＹはＳｉ＋Ａｌをそれぞれ示しており、
また、ｓは不定である。このようなゼオライトとしては、合成ゼオライトを用いるのが好
ましい。
【００３８】
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上述のような無機系結合材のうち、本発明では、タールの吸着性を有するものを用いるの
が特に好ましい。このような特徴を有する無機系結合材を用いた場合、採取用フイルター
７は、例えば試料ガス中に含まれる一酸化炭素に由来して生成するタール（詳細は後述）
を効果的に吸着することができ、そのようなタール中に溶け込んだダイオキシン類やコプ
ラナーＰＣＢ等の各種の塩素化有機化合物をもより確実に捕捉して採取することができる
。なお、タールを吸着可能な無機系結合材としては、アルミナ、ゼオライトおよび二酸化
ケイ素を例示することができる。アルミナとしては、活性アルミナを用いるのが特に好ま
しい。これらのタールを吸着可能な無機系結合材は、それぞれ単独で用いられてもよいし
、２種以上のものが併用されてもよい。
【００３９】
上述のような繊維材料と無機系結合材とを含む成形体は、嵩密度が０．１～１ｇ／ｃｍ 3

に設定されているのが好ましく、０．３～０．７ｇ／ｃｍ 3に設定されているのがより好
ましい。成形体の嵩密度が０．１ｇ／ｃｍ 3未満の場合は、試料ガス中に含まれる塩素化
有機化合物の一部が採取用フイルター７を通過してしまう場合があり、試料ガス中に含ま
れる塩素化有機化合物を実質的に漏れなく採取するのが困難になる場合がある。逆に、嵩
密度が１ｇ／ｃｍ 3を超える場合は、採取用フイルター７において、試料ガス中に含まれ
る粒子状物を捕捉した際に圧損が高まるおそれがあり、その結果、試料ガスが通過しにく
くなって上述のＪＩＳ規格（ＪＩＳ　Ｋ　０３１１：１９９９）で規定されている等速吸
引ができなくなる可能性がある。また、採取用フイルター７により採取された塩素化有機
化合物を抽出するための後述する抽出操作において、抽出率の低下を招くおそれがある。
【００４０】
　一方、上述の成形体 保持される疎水性材料は、塩素化有機化合物と実質的に化学反
応しないものであり、しかも、上述の繊維材料および無機系結合材よりも疎水性の高いも
のであれば特に限定されるものではないが、吸着性能、特に塩素化有機化合物に対する吸
着性能を有するものが好ましい。このような吸着性能を有する疎水性材料としては、例え
ば、活性炭、グラファイトおよびスチレン－ジビニルベンゼン共重合体（例えば、米国の
シグマ－アルドリッチ社（ Sigma-Aldrich Corporation）の商品名“ＸＡＤ－２”）から
なる群から選択された少なくとも１種のものが好ましい。また、疎水性材料として、アル
キルシリル基を有する材料、例えば、炭素数が８～１８個のアルキルシリル基を有する材
料を用いることもできる。さらに、疎水性材料は、形態が特に限定されるものではないが
、通常は粉末状や粒子状のものが用いられる。
【００４１】
上述の疎水性材料は、通常、上述の成形体の０．０１～１０．０重量％、好ましくは０．
０５～５．０重量％保持されているのが好ましい。疎水性材料の量が０．０１重量％未満
の場合は、試料ガス中の水分量が高い場合において、採取用フイルター７を用いて当該試
料ガス中に含まれる塩素化有機化合物を実質的に漏れなく採取するのが困難になる可能性
がある。逆に、疎水性材料の量が１０．０重量％を超える場合は、採取用フイルター７に
おいて、試料ガス中に含まれる粒子状物を捕捉した際に圧損が高まるおそれがあり、その
結果、試料ガスが通過しにくくなって上述のＪＩＳ規格（ＪＩＳ　Ｋ　０３１１：１９９
９）で規定されている等速吸引ができなくなる可能性がある。また、採取用フイルター７
により採取された塩素化有機化合物を抽出するための後述する抽出操作において、抽出が
困難になり、抽出率の低下を招くおそれがある。
【００４２】
　なお、採取用フイルター７として好ましいものは、繊維材料として活性アルミナ繊維を
用い、また、無機系結合材として粒子状の活性アルミナを用いた成形体 、疎水性材料
として粉末状活性炭を保持させたものである。特に、成形体として、嵩密度が０．３～０
．７ｇ／ｃｍ 3の範囲のものを用いたものが最も好ましい。
【００４３】
　上述のような採取用フイルター７は、通常、上述の成形体を製造し、この成形体 疎
水性材料を保持させると製造することができる。具体的には、先ず、上述の繊維材料と無
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機系結合材とを含む成形材料を調製する。ここでは、無機系結合材を水中に分散した分散
液を調製し、この分散液中に繊維材料を加えて無機系結合材と繊維材料とを均一に混合す
る。この際、繊維材料と無機系結合材との混合割合は、目的とする成形体の嵩密度が上述
の範囲になるよう適宜調整するのが好ましい。
【００４４】
次に、得られた成形材料を所定の形状、すなわち、一端が閉鎖された円筒状に成形し、成
形物を得る。ここでの成形方法としては、周知の各種の成形方法、例えば湿式金型成形法
などを採用することができる。そして、得られた成形物を熱処理して焼結すると、目的と
する成形体が得られる。なお、焼結時の温度は、特に限定されるものではないが、繊維材
料および無機系結合材の一方または両方としてアルミナを用いる場合は、当該アルミナを
活性化して活性アルミナ化することができる温度範囲、具体的には１５０～７００℃に設
定するのが好ましい。
【００４５】
上述のようにして製造される成形体は、さらに、無機系結合材を水中に分散した水系分散
液中に浸漬し、その後乾燥処理されてもよい。成形体に対してこのような処理を施すと、
成形体中に無機系結合材が含浸され、無機系結合材をより多く含む成形体を製造すること
ができる。また、このような処理により、成形体の嵩密度を上述の好ましい範囲に調整す
ることもできる。このような成形体は、結果的に無機系結合材を多く含むことになるため
、無機系結合材として上述のタール吸着能を有するものを用いた場合、試料ガス中に後述
する未燃分の炭化水素類や一酸化炭素が多く含まれる場合であっても、試料ガス中に含ま
れる塩素化有機化合物をより効果的に漏れなく捕捉することができる。なお、成形体の乾
燥方法は、特に限定されるものではないが、通常は、成形体を１５０～７００℃程度で加
熱処理して水分を除去する方法を採用するのが好ましい。
【００４６】
　次に、得られた成形体 疎水性材料を保持させる。そのための方法は、特に限定され
るものではないが、例えば、上述のホルダー６を用いて疎水性材料を保持させる方法があ
る。この方法では、上述の工程で得られた成形体をホルダー６内に装填すると共に分岐路
１２ｂを閉鎖し、排出路１２ a側に吸引ポンプなどの吸引装置を接続する。そして、吸引
装置を作動させてホルダー６内を吸引し、同時に導入管８内に疎水性材料を供給する。こ
れにより、導入管８内に供給された疎水性材料は、成形体方向に吸引され、成形体の主と
して内周面側から厚さ方向に保持される。この際、導入管８から供給する疎水性材料の量
は、成形体に対する割合が上述の範囲になるよう設定するのが好ましい。
【００４７】
次に、上述の採取装置１の使用方法、すなわち、上述の採取装置１を用いた塩素化有機化
合物の採取方法について説明する。ここでは、廃棄物を焼却処理するための焼却施設の空
間内、例えば煙道内を流れる排気ガスから試料ガスを採取し、その試料ガス中に含まれる
ダイオキシン類やコプラナーＰＣＢなどの各種の塩素化有機化合物を採取する場合につい
て説明する。この場合、図１に示すように、採取装置１の採取管２の先端部を煙道２５に
設けられた試料採取口２５ａから煙道２５内に挿入する。この際、採取管２にパッキン２
６を装着し、採取管２と試料採取口２５ａとの隙間を気密に封止する。また、採取器３の
分岐路１２ｂ内に温度計や熱電対などの測温器２７を装着する。
【００４８】
この状態で吸引ポンプ２１ａを作動させ、煙道２５内を流れる排気ガスの一部を試料ガス
として採取管２内に等速吸引する。この際、ＪＩＳ　Ｚ　８８０８に準じて煙道２５内を
流れる排気ガスの温度、流速、圧力、水分量などを測定して等速吸引量を計算し、その計
算結果に基づいて吸引ポンプ２１ａによる吸引流量を調整する。ここで設定した流量は、
その結果をガスメーター２１ｂにより適宜監視し、等速吸引状態が継続されるように適宜
調節するのが好ましい。
【００４９】
採取管２内に流れ込んだ試料ガスは、冷却器５により冷却され、通常、ダイオキシン類の
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生成温度以下、例えば１２０℃以下の温度に冷却される。これにより、採取管２内では、
ダイオキシン類の新たな発生が防止される。
【００５０】
冷却された試料ガスは、採取管２から採取器３の導入管８を経由して採取用フイルター７
内に流入する。採取用フイルター７内に流入した試料ガスは、図３に矢印で示すように、
採取用フイルター７を通過してホルダー６の本体部１０内に流出し、さらに排出路１２ａ
を経由して吸引器４に向けて流れる。この際、試料ガス中に含まれる、各種の煤塵、並び
に粒子状態およびガス状態の両形態の、ダイオキシン類やコプラナーＰＣＢ等の各種の塩
素化有機化合物は、採取用フイルター７を構成する成形体に含まれる上述の繊維材料およ
び無機系結合材並びに疎水性材料により同時に捕捉され、試料ガス中から採取される。
【００５１】
ところで、試料ガス中に未燃分の炭化水素類や一酸化炭素（ＣＯ）等の炭素化合物が多く
含まれる場合、試料ガス中には当該炭素化合物に由来するタールが生成し易い。このター
ルは、ダイオキシン類やコプラナーＰＣＢをはじめとする各種の塩素化有機化合物を溶解
して内部に取り込む場合が多い。このため、採取用フイルター７として、タール吸着性能
を有する無機系結合材を用いていないもの、例えば、上述の繊維材料をセルロース系バイ
ンダーなどの有機系バインダーを用いて成形した成形体からなるものを用いた場合、当該
フイルターは試料ガス中で生成したタールを効果的に捕捉することができず、結果的に試
料ガス中に含まれるタールの一部が当該フイルターを通過して外部に排出されてしまう可
能性がある。すなわち、当該一部のタールと共に、そこに溶解した塩素化有機化合物がフ
イルターにより採取されずに外部に排出される可能性がある。これは、本発明者等が本発
明に至る過程において見い出した現象であり、未燃分の炭素化合物の多少を判断する指標
として、一酸化炭素を用いて判定した場合、特に、試料ガス中に含まれる一酸化炭素濃度
が１５０ｐｐｍを超える場合にこのようなタールの通過が顕著に起こり得ることが判明し
ている。
【００５２】
これに対し、この実施の形態に係る採取用フイルター７は、上述のような繊維材料とター
ル吸着能を有する無機系結合材とを含む成形体からなる場合、たとえ試料ガス中の未燃分
の炭素化合物濃度が高濃度であっても（例えば、試料ガス中の一酸化炭素濃度が１５０ｐ
ｐｍを超えるような場合であっても）、試料ガス中に含まれるタールをも実質的に漏れな
く捕捉することができる。つまり、この採取用フイルター７は、試料ガス中の未燃分の炭
素化合物濃度の高低に拘わらず、試料ガス中に含まれる、粒子状態およびガス状態の両形
態のダイオキシン類やコプラナーＰＣＢ等の各種の塩素化有機化合物を実質的に漏れなく
捕捉して採取することができる。
【００５３】
また、試料ガスは、煙道２５内において水の噴霧により急速に冷却された場合、水分量が
高まる場合がある。しかし、このような場合であっても、採取用フイルター７は、上述の
ような疎水性材料を含んでいるため、試料ガス中に含まれる、粒子状態およびガス状態の
両形態のダイオキシン類やコプラナーＰＣＢ等の各種の塩素化有機化合物を実質的に漏れ
なく捕捉して採取することができる。
【００５４】
上述のようにして、煤塵並びに粒子状態およびガス状態の各種の塩素化有機化合物が採取
用フイルター７により実質的に漏れなく取り除かれた試料ガスは、続けて排出路１２ａか
ら吸引器４に向けて流れる。この際、排出路１２ａを流れる試料ガス温度は、分岐路１２
ｂに装着された測温器２７により測定され、管理される。
【００５５】
排出路１２ａから排出された試料ガスは、排気流路２０内に流れ込み、その冷却器２３に
よりさらに冷却される。これにより、試料ガス中に含まれる水分が凝縮し、トラップ２４
内に貯留される。このようにして水分が取り除かれた試料ガスは、吸引ポンプ２１ａを経
由してガスメーター２１ｂから外部に排出される。なお、このような採取装置１による試
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料ガス、すなわち排気ガスの採取は、通常、塩素化有機化合物の検出限界値から想定され
る排気ガス量に相当する時間（通常、排気ガス１～３Ｎｍ 3／３～４時間）実施される。
【００５６】
このようにして採取された試料ガス（排気ガス）中に含まれる塩素化有機化合物濃度を分
析する場合は、煙道２５から採取装置１を取り外し、また、採取装置１から採取器３を分
離する。さらに、分離された採取器３から、採取用フイルター７を取り出す。
【００５７】
次に、採取管２、導入管８およびホルダー６内を溶媒を用いて洗浄し、その際の洗浄液を
確保する。また、採取器３の採取用フイルター７により捕捉された塩素化有機化合物を溶
媒で抽出する。ここで、採取用フイルター７に捕捉された塩素化有機化合物の抽出操作は
、例えば通常のソックスレー抽出器を用いて実施することができるが、この採取用フイル
ター７は、上述のような小型サイズに設定されている場合は高速抽出器のセル内に収容す
ることができ、当該高速抽出器を用いて速やかに抽出操作を実施することができる。また
、当該採取用フイルター７は、それを構成する成形体の嵩密度が上述の範囲に設定されて
おり、また、疎水性材料の含有量が上述の範囲に設定されている場合、抽出時間を短縮す
るための特殊な抽出条件を設定する必要がなく、捕捉した塩素化有機化合物を短時間で速
やかに溶媒中に溶出させることができる。
【００５８】
塩素化有機化合物を分析する際は、上述の洗浄液および上述のような抽出操作により得ら
れた抽出液を合せ、これに対して分析操作を実施する。この場合の分析方法としては、例
えば、厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課編「廃棄物処理におけるダイオキシン類標
準測定分析マニュアル」（平成９年３月：財団法人廃棄物研究財団発行）に記載された方
法、または日本工業規格ＪＩＳ　Ｋ　０３１１：１９９９（平成１１年９月２０日制定）
に規定された方法に従い、ガスクロマトグラフ質量分析法（ＧＣ／ＭＳ法）を用いた方法
を採用することができる。
【００５９】
採取装置１を用いて別の試料ガスを採取する場合は、例えば、採取器３を新たなものに交
換する。この場合、採取装置１は、採取管２のみを十分に洗浄するだけで次の試料ガス採
取用に供することができるので、試料ガス採取前の準備作業が従来のインピンジャーを用
いたものに比べて格段に軽減され、試料ガス採取に要する時間を大幅に短縮することがで
き、また、試料ガス採取に要するコストを大幅に低減することができる。また、この採取
装置１、特に採取器３は、従来の複雑な採取装置に比べて構成が簡素であるため、取扱い
や持ち運びが容易である。このため、この採取装置１を用いれば、従来のインピンジャー
を用いた大型の採取装置が設置しにくい煙道等に対しても、容易に試料ガスの採取作業を
実施することができる。
【００６０】
なお、一度使用された採取器３は、ホルダー６と導入管８とを十分に洗浄し、採取用フイ
ルター７を新たなものに取り替えると、繰返して再利用することができる。
【００６１】
［他の実施の形態］
（１）上述の実施の形態では、採取用フイルター７として円筒状のものを用いたが、本発
明はこれに限定されない。例えば、採取用フイルター７が円柱状や円盤状に形成されてい
る場合も本発明を同様に実施することができる。
【００６２】
（２）上述の実施の形態では、廃棄物の焼却炉から排出される排気ガス（試料ガス）中に
含まれるダイオキシン類やコプラナーＰＣＢなどの塩素化有機化合物を採取する場合につ
いて説明したが、本発明の採取用フイルター、採取器および採取方法は、排気ガス以外の
流体中に含まれる塩素化有機化合物を採取する場合にも同様に利用することができる。例
えば、環境大気中に含まれる塩素化有機化合物、並びに工場廃水、海水、淡水および水道
水等の水中に含まれる塩素化有機化合物を採取する場合についても本発明の採取用フイル
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ター等を同様に利用することができる。
【００６３】
なお、工場廃水等の水中に含まれる塩素化有機化合物を採取する場合、採取試料は液体試
料となる。この場合、当該液体試料は、粒子状態、気泡状態（すなわち気液混合状態）お
よび溶解状態（すなわち液中に溶解した状態）の様々な状態の各種の塩素化有機化合物を
含む可能性があるが、本発明の採取用フイルターは、このような様々な状態の各種の塩素
化有機化合物を同時に捕捉して液体試料中から採取することができる。
【００６４】
【実施例】
粒子状のアルミナ（無機系結合材）を約２０重量％含むアルミナ水分散液を調製し、この
アルミナ水分散液中に繊維材料として平均繊維径が６μｍで平均アスペクト比が２，００
０のアルミナ繊維（γ－アルミナ７２重量％とシリカ２８重量％とを含むもの）を加えて
混合した。得られた成形材料を一端が閉鎖された円筒状に成形し、２００℃で焼結した。
これにより、開口端側の外径が１９ｍｍ、閉鎖端側の外径が１８ｍｍ、厚さが５ｍｍおよ
び長さが１２０ｍｍにそれぞれ設定された、重量が８．５ｇで嵩密度が０．３８ｇ／ｃｍ
3の通気性を有する円筒状の成形体を得た。なお、この成形体中に含まれるアルミナ繊維
および粒子状のアルミナの量は、それぞれ５．７ｇおよび２．８ｇであった。
【００６５】
ここで得られた成形体の一部の電子顕微鏡写真を図５に示す。図５より、この成形体は、
アルミナ繊維同士が無機系結合材である粒子状のアルミナにより結合されて形成された、
通気性を有する微細な網状構造（三次元網目構造）を有することがわかる。
【００６６】
次に、得られた成形体を、粒子状アルミナが２０重量％分散されている水分散液中にさら
に浸漬した後に取り出し、２００℃で熱処理して乾燥した。これにより、重量が１２．８
ｇ、嵩密度が０．６ｇ／ｃｍ 3の成形体を得た。
【００６７】
次に、得られた成形体を採取用フイルター７の代わりに用いて採取器３を作成し、当該採
取器３の分岐路１２ｂを閉鎖して排出路１２ a側に吸引ポンプを接続した。そして、吸引
ポンプを作動させてホルダー６内を吸引し、同時に導入管８内に粉末状活性炭（クラレケ
ミカル株式会社の商品名“クラレコールＰＫ－ＤＮ”）を導入した。これにより、成形体
の主として内周面側から厚さ方向に１２ｍｇの粉末状活性炭を保持させ、採取用フイルタ
ー７を得た。
【００６８】
ここで得られた採取用フイルター７の一部の電子顕微鏡写真を図６に示す。図６より、こ
の採取用フイルター７は、上述の成形体の主として内周面側に粉末状活性炭が保持された
構造を有することがわかる。
【００６９】
得られた採取用フイルター７を用いて上述の実施の形態に係る塩素化有機化合物の採取器
３を作成し、この採取器３を用いて上述の実施の形態に係る採取装置１を構成した。そし
て、廃棄物を焼却処理中の焼却炉の煙道から、この採取装置１を用いて水分量および平均
一酸化炭素濃度がそれぞれ異なる数種類の試料ガス（排気ガス）を採取し、当該試料ガス
中に含まれるダイオキシン類およびコプラナーＰＣＢなどの各種の塩素化有機化合物を採
取した。この際、採取装置１の後段に、ＪＩＳ　Ｋ　０３１１：１９９９に例示された、
インピンジャーを備えた試料ガス採取装置（以下、「ＪＩＳ法例示装置」と称す）を接続
し、採取装置１を通過した試料ガスがＪＩＳ法例示装置を通過した後に排出されるように
した。なお、上記の水分量は、排気ガス中に含まれる水蒸気の割合（体積百分率（％））
であり、ＪＩＳ　Ｚ　８８０８：１９９５（平成７年３月１日制定）「排ガス中のダスト
濃度の測定方法」において規定されたものである。また、試料ガスの採取条件は、ＪＩＳ
　Ｋ　０３１１：１９９９に規定された条件に従った。
【００７０】
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採取装置１およびＪＩＳ法例示装置によりそれぞれ採取された塩素化有機化合物をＪＩＳ
　Ｋ　０３１１：１９９９に準じた方法に従って抽出し、同じＪＩＳに規定された分析方
法に従って定量分析した。そして、採取装置１により採取された塩素化有機化合物量（Ａ
）とＪＩＳ法例示装置により採取された塩素化有機化合物量（Ｂ）とをそれぞれ求め、採
取装置１により採取された塩素化有機化合物の捕集率（％）を下記の式に従って求めた。
結果を図７および図８に示す。図７は、試料ガスの水分量と捕集率との関係を示し、また
、図８は、試料ガスの平均一酸化炭素濃度と捕集率との関係を示している。
【００７１】
【数１】
　
　
　
　
　
【００７２】
図７および図８によると、採取装置１は、上述の採取用フイルター７を備えているため、
試料ガス中の平均一酸化炭素濃度の高低に拘わらず（すなわち試料ガス中の未燃の炭素化
合物の濃度が高いにも拘わらず）、また、試料ガス中の水分量の大小に拘わらず、試料ガ
ス中に含まれる粒子状態およびガス状態の両形態の、ダイオキシン類やコプラナーＰＣＢ
をはじめとする各種の塩素化有機化合物を実質的に漏れなく採取することができることが
わかる。
【００７３】
【発明の効果】
　本発明に係る塩素化有機化合物の採取用フイルターは、繊維材料と無機系結合材とを含
む成形体と、当該成形体 保持された、塩素化有機化合物の吸着性を有する疎水性材料
とを備えているため、流体中に含まれる粒子状態およびガス状態の両方の形態のダイオキ
シン類やコプラナーＰＣＢをはじめとする各種の塩素化有機化合物を同時に捕捉して採取
し、しかも採取した塩素化有機化合物を容易に抽出することができる。
【００７４】
　本発明に係る製造方法は、繊維材料と無機系結合材とを含む成形材料を成形して焼結し
、これにより得られる成形体 塩素化有機化合物の吸着性を有する疎水性材料を保持さ
せているため、流体中に含まれる粒子状態およびガス状態の両形態の、ダイオキシン類や
コプラナーＰＣＢをはじめとする各種の塩素化有機化合物を同時に捕捉して採取すること
ができ、しかも採取した塩素化有機化合物を容易に抽出することができる採取用フイルタ
ーを製造することができる。
【００７５】
また、本発明に係る塩素化有機化合物の採取器は、本発明に係る採取用フイルターを用い
ているため、輸送管内を流れる流体中に含まれる粒子状態およびガス状態の両形態の、ダ
イオキシン類やコプラナーＰＣＢをはじめとする各種の塩素化有機化合物を同時に捕捉し
て採取することができる。
【００７６】
さらに、本発明に係る塩素化有機化合物の採取方法は、輸送管内を流れる流体を本発明に
係る採取用フイルターに通過させているため、当該流体中に含まれる粒子状態およびガス
状態の両形態の、ダイオキシン類やコプラナーＰＣＢをはじめとする各種の塩素化有機化
合物を同時に捕捉して採取することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施の一形態に係る採取器が採用された塩素化有機化合物の採取装置の
概略構成図。
【図２】前記採取器の正面図。
【図３】前記採取器の縦断面図。
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【図４】図２のＩＶ－ＩＶ断面図。
【図５】実施例で得られた成形体の一部の電子顕微鏡写真。
【図６】実施例で得られた採取用フイルターの一部の電子顕微鏡写真。
【図７】実施例において、試料ガスの水分量と捕集率との関係を調べた結果を示すグラフ
。
【図８】実施例において、試料ガスの平均一酸化炭素濃度と捕集率との関係を調べた結果
を示すグラフ。
【符号の説明】
３　採取器
６　ホルダー
７　採取用フイルター
７ａ　開口部
８　導入管
１２ａ　排出路
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】 【 図 ７ 】
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【 図 ８ 】
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